
 環境・農水・企業常任委員会 資料 2 

令 和 ８年 （2026 年 ）８月 ５日 

琵 琶 湖 環 境 部 

 

出資法人経営評価の結果について 

 

１ 経営評価について 

 (1) 目的 

  ア 出資法人が、経営状況や活動状況等について、中期経営計画や年度目標

を踏まえて点検評価し、達成度や課題等を確認することで、経営の改善に

つなげる。 

  イ 県として、出資法人の経営状況や活動の内容、点検評価の結果などを適

切に把握し、運営の状況等を評価するとともに、これを踏まえた必要な関

与を行う。 

  ウ 県民に対し、出資法人に対する県の人的・財政的関与の状況を示すとと

もに、出資法人および県が、出資法人の経営状況全般についてどのように

評価、判断し、どのような対応を行っているかを明らかにする。 

 

 (2) 対象となる出資法人の範囲 

   県が資本金、基本金、基金その他これらに準ずるものの４分の１以上を出

資し、または出捐している   25 法人 

 

 

 

 

  （琵琶湖環境部の対象法人） 

   ・公益財団法人 滋賀県環境事業公社 … ２ページ 

   ・公益財団法人 滋賀県緑化推進会  … ９ページ 

   ※一般社団法人 滋賀県造林公社については、９月定例会議中の環境・農

水・企業常任委員会において報告。 

 

 (3) 評価方法 

   財務諸表等に基づく出資法人の経営状況等や、県の人的・財政的関与の状

況から、出資法人と県により５つの視点（効果性、効率性、健全性、自立性、

透明性）からの評価および総合的な評価（事業の状況、財務の状況、行政経

営方針実施計画の状況、総合所見）を行う。 

 

 (4) その他 

   評価は、毎年度実施し、評価結果は、公表する。 

地方独立行政法人法に基づき設立された法人（滋賀県立大学）および特別
法に基づき設置され、国の関与が前提とされている法人（滋賀県信用保証協
会）を除く。 
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公益財団法人滋賀県環境事業公社の概要について 

 

１ 名称 

公益財団法人滋賀県環境事業公社 

 

２ 設立年月日 

昭和 57 年 12 月 16 日 

 

３ 設立の趣旨・目的 

滋賀県内において、産業廃棄物等の安全かつ適正な処理の推進を図る事業等を実施す

ることによって、地域における循環型社会の形成、地域社会の健全な発展、県民の生活

環境の保全および産業の健全な発展に寄与し、もって県民生活の安定向上に資すること

を目的とする。 

 

４ 業務概要 

産業廃棄物管理型最終処分場であるクリーンセンター滋賀の安全・安心な運営を通じ

て、①産業廃棄物の安全かつ適正な処分の推進、②廃棄物の適正処理および３Ｒの取組

推進、③県民の生活環境の保全・改善の促進を柱とする取組を実践している。 

 

５ 出資の状況（令和７年度末）                （単位：千円、％） 

区分 出資額 構成比 区分 出資額 構成比 

基本 

財産等 

滋賀県 18,000 32.3 

その他 

   

市町(19) 10,000 18.0    

民間団体(34) 27,700 49.7 小計   

小計 55,700 100.0 合計 55,700 100.0 

 

６ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局（２人） 

クリーンセンター滋賀（４人） 

事務局長 

(常務理事) 

理事会 

理事長 

副理事長 

常務理事 

理事（７人） 

評議員会 

監 事 

（別紙２・公益法人等用） 
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７ 役員等                       （令和８年６月24日現在） 

役職 氏名（他団体での役職） 常勤 

理 事 長 三日月大造（滋賀県知事）  

副理事長 正木隆義 ○ 

常務理事 海東 聡 ○ 

理  事 岡田英基 （滋賀県商工会議所連合会専務理事）  

理  事 箕浦宏昌 （滋賀県商工会連合会専務理事）  

理  事 宇野良彦 （滋賀県中小企業団体中央会専務理事）  

理  事 山田 保 （滋賀県農業協同組合中央会代表理事専務）  

理  事 寺田鉄男 （一般社団法人滋賀県建設業協会事務局長）  

理  事 青山 学 （滋賀県琵琶湖環境部管理監）  

理  事 池田昌司 （滋賀県県土整備部次長）  

評 議 員 川西民雄 （一般社団法人滋賀経済産業協会専務理事）  

評 議 員 徳永久志 （近江八幡市長）  

評 議 員 堀江和博 （日野町長）  

評 議 員 吉田貢治 （公益社団法人滋賀県環境保全協会専務理事）  

評 議 員 中田佳恵 （滋賀県琵琶湖環境部長）  

監  事 片岡一明 （株式会社滋賀銀行監査役）  

監  事 平居新司郎（公認会計士）  

 

８ 所在地 

滋賀県甲賀市甲賀町神６４５ 
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法人名 公益財団法人滋賀県環境事業公社

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（一般・公益社団法人のみ） R6年度 R7年度 R6→R7増減

　②役員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

評議員総数 5 5 5

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

理事総数 10 10 10

うち県職員（特別職を含む。） 3 3 3

うち県退職職員（ＯＢ） 5 5 5

うち常勤役員数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ） 2 2 2

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

報酬額・年齢　

常勤役員の平均年齢 62.0 63.0 1.0 62.0

常勤役員の平均報酬（年額）（千円） 4,968 5,057 89 6,777

役員の報酬総額（年額）（千円） 10,146 10,339 193 12,590

　③職員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

職員総数 8 8 6

常勤職員 6 6 5

プロパー職員 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ）

県等からの派遣職員 5 5 4

うち県派遣職員 5 5 4

臨時・嘱託職員

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員 2 2 1

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

職員の給与総額（年額）（千円） 45,586 47,701 2,115 47,698

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和8年度当初実数) 1 1

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

5,674 5,825 151 5,843

負担金

合計 5,674 5,825 151 5,843

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、同
一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

派遣職員共済組合負担金等
5,843

項　　　　　　目 備考(R8内訳)

県からの
年間
収入額

補助金
事業費補助金

運営費補助金

委託料

その他

プロパー職員の年代別職員数

令和8年度　出資法人経営評価表 （別紙３・公益法人等用）

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）
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R5 R6 R7

中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○ ○
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○

　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ ○ ○
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。

ニーズを把握するための手段を講じている。 ○ ○ ○
具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 ○
管理費比率が２期連続で増加した。

経常収益が２期連続で経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を下回った。

経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。 ○ ○ ○
当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。

前期に比べ減少した。

２期連続で減少した。 ○ ○ ○
当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

効率性 経常費用に占める管理費の状況

　令和７年度の管理費額は、令和６年度とほぼ同額
であるが、工事の一部が令和８年度に繰越しとなった
ことなどから、事業費額が大きく減少し、管理費比率
が増加した。
　また、産業廃棄物の受入れ終了により、令和６年度
以降は処分料金収入がないため、経常収益が経常
費用を下回った。

　管理費比率の増加については、管理費額が
増加したことによるものではなく、工事の繰越
し等によるものである。
　また、経常収益が経常費用を下回ったの
は、産業廃棄物の受入れ終了によるものと
なっている。
　今後も引き続き、経費の節減を図りつつ、効
率的な運営を図る必要がある。

経常収益・費用の比率

健全性
債務超過の状況

　債務超過や累積欠損金、借入金はなく、短期的な
支払能力にも問題ないため、財務の健全性は一定保
たれている。
　正味財産期末残高については、産業廃棄物の受入
れ終了による収入減や施設の除却等により減少し
た。

　債務超過や累積欠損金、借入金はなく、短
期的な支払能力にも問題ないため、財務の健
全性は一定保たれている。
　正味財産期末残高については、産業廃棄物
の受入れ終了による収入減や施設の除却等
により減少したものであり、やむを得ないもの
である。
　今後は、廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づき積み立てた維持管理積立金等を
活用し、適正な維持管理等を行っていく必要
がある。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

　令和５年10月末の廃棄物の受入れ終了まで、公共
関与による県内唯一の産業廃棄物管理型最終処分
場として循環型社会形成の一翼を担い、産業廃棄物
の適正処理や企業立地のための産業基盤として重
要な役割を果たしてきた。今後も処分場の廃止まで、
適切な維持管理等を行う。
　法人運営に当たっては、令和４年３月に策定した中
期経営計画の下、継続して着実な管理運営等に努め
ている。
　また、環境監視委員会、地元区との情報交換や
ホームページ等を通じて、住民や関係者等のニーズ
の把握に努めている。

　中期経営計画に基づいた取組を着実に実
施しており、適切な管理運営等に努めてい
る。
　県内唯一の公共関与による産業廃棄物管
理型最終処分場として、令和５年10月末の受
入れ終了まで、72万トン超の産業廃棄物を受
け入れており、産業廃棄物の適正処理に多
大な貢献をしてきた。
　また、受入れ終了後については、処分場の
廃止まで必要となる維持管理等を適正に実
施している。
　さらに、３Rの推進や美化活動に対する支援
等を行うとともに、住民・関係者のニーズにつ
いても様々な機会を捉え把握に努めており、
社会情勢に適合した事業に取り組んでいる。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見
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R5 R6 R7
県の所見区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない

知事・副知事が法人の代表者へ就任している ○ ○ ○

当期末において県派遣職員はない

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。 ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない ○ ○ ○
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない ○ ○ ○
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ ○ ○
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っている。 ○ ○ ○
情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○
業務監査を実施していない。

　借地返還に向けての工事や植樹、水処理
等の維持管理を適切に実施するため、公社
からの要請に基づき必要な職員を派遣し、人
的支援を行っている。

　県が公共関与により設置した産業廃棄物最
終処分場の運営に対する県の姿勢を明確に
し、地域や地元住民の安心感を維持できてい
る。

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

　令和６年度以降の県の財政支出は、県から
公社に派遣している職員の共済組合負担金
等補助金のみとなっており、各年度で大きな
増減はない。
　令和６年度は、産業廃棄物の受入れ終了に
より、処分料金収入がなくなったため、令和５
年度に比べ県の財政支出の割合が上昇し
た。
　一方、令和７年度は、金利上昇に伴う運用
益の増加により、令和６年度に比べ県の財政
支出の割合が低下した。

損失補償の状況

透明性 情報公開規程の整備状況

　ホームページで経営状況や最終処分場周辺河川の
水質等の環境関係情報を公開するなど情報提供を
行っている。
　文書管理については、管理規程に基づき適正に管
理している。
　また、財務諸表等については、作成過程で会計事
務所の指導・助言等を受けており、業務監査も実施し
ている。

　公社の情報公開規程に基づき、財務諸表を
はじめ、環境監視委員会の状況や処分場周
辺の河川・地下水の水質調査結果等をホー
ムページに掲載するなど情報公開に努めて
いる。
　文書管理については、県の指針を踏まえて
策定した管理規程に基づき適正に実施できて
いる。
　また、財務諸表等については、会計の専門
家の助言を受けるとともに、業務監査も実施
しており、透明性は確保されている。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

文書管理規程の整備状況

文書管理の実施状況

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

　令和６年度は、産業廃棄物の受入れ終了により、処
分料金収入がなくなったため、令和５年度に比べ県の
財政支出の割合が上昇した。
　一方、令和７年度は、金利上昇に伴う運用益の増加
により、令和６年度に比べ県の財政支出の割合が低
下した。

　借地返還に向けての工事や植樹、水処理等の維持
管理を適切に実施するため、専門的知識を有する県
職員の派遣が必要である。

　知事が理事長に就任していることにより、産業廃棄
物最終処分場の設置・運営について、地元住民の信
頼、安心を確保できている。
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　　　　　　総　合　所　見

　令和４年３月に策定した中期経営計画に基づき、県内唯一の公共関与による産業廃棄物
管理型最終処分場であるクリーンセンター滋賀の運営を中心に事業を実施してきた。
　同処分場は令和５年10月31日をもって15年間にわたる産業廃棄物の受入れを終了した
が、今後は地元との信頼関係を維持しつつ、平成10年３月に埋立てを完了した甲賀埋立処
分場と合わせて、最終処分場の廃止まで必要となる環境保全対策等の適正な維持管理を
行っていく。
　借地返還後の運営・組織体制については、県と密に連携し、引き続き検討を行う。

　公社の中期経営計画に沿って、行政経営方針実施計画で掲げる取組を着実に実施できて
いる。
　今後も、処分場の廃止まで必要となる維持管理等を適正に実施できるよう、県として的確
な助言や支援を行っていく必要がある。
　また、借地返還後の運営・組織体制については、公社と密に連携し、検討を行っていく。

・廃棄物の搬入量、適正な質の確保
・安全・安心な環境保全対策の実施
・借地の返還に向けた取組の推進
・受入れ終了後の適切な維持管理の実施

・見込んでいた廃棄物の搬入量の確保等
・水処理や臭気対策等の環境保全対策の実
施
・覆土や排水路工事、植樹等の実施
・施設の適切な維持管理の実施

　受入期間終了に伴う、埋立処分場地の返還
を見据え、大切な資産を最後まで有効活用
し、住民の安心の下、維持管理を進めるよ
う、管理運営面および資金面の支援を行う。

県職員の派遣や補助金の交付により、管理
運営面および資金面の支援を行った。

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

　令和４年３月に策定した中期経営計画に沿って、「一．産業廃棄物の安全かつ適正な処分
の推進」「二．廃棄物の適正処理および３Ｒの取組推進」「三．県民の生活環境の保全・改善
の促進」を柱とする取組を進めている。
　公共関与による県内唯一の産業廃棄物管理型最終処分場であったクリーンセンター滋賀
については、令和５年10月31日をもって15年間にわたる産業廃棄物の受入れを終了した
が、最終処分場の廃止まで必要となる環境保全対策等の適正な維持管理を行っている。

　クリーンセンター滋賀は、県内唯一の公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場とし
て、令和５年10月末の受入れ終了まで、72万トン超の産業廃棄物を受け入れるなど、産業
廃棄物の適正処理に多大な貢献をしてきた。
　クリーンセンター滋賀および平成10年３月に埋立を終了した甲賀埋立処分場について、処
分場の廃止まで必要となる維持管理等を適正に実施できるよう、県として的確な助言や支
援を行っていく必要がある。

財務に関する事項

　債務超過や累積欠損金、借入金はなく、短期的な支払能力にも問題ないため、財務の健
全性は一定保たれている。
　今後、処分料金収入はないため、経費の節減を図りつつ、廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律に基づき積み立てた維持管理積立金等を活用し、適正な維持管理等を行っていく。

　これまでの県の支援や公社の経営努力等により、債務超過や累積欠損金、借入金はなく、
短期的な支払能力にも問題ないため、財務の健全性は一定保たれている。
　今後、処分料金収入はないため、経費の節減を図りつつ、廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律に基づき積み立てた維持管理積立金等を活用し、適正な維持管理等を行えるよう、
的確な助言や支援を行っていく必要がある。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

　令和４年３月に策定した中期経営計画に沿って、行政経営方針実施計画で掲げる取組を
着実に実施している。

　県が令和３年10月に策定した「クリーンセンター滋賀の管理運営に係る基本方針」に基づく
公社の中期経営計画に沿って、行政経営方針実施計画で掲げる取組が着実に実施されて
おり、県としても必要な助言や支援を行っている。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・令和５年10月末の受入れ終了まで、72万トン超の産業廃棄物を受け入れてきた。
・臭気対策や水処理等の環境保全対策を着実に実施するとともに、令和10年10月末に予定
する借地返還に向け、施設の撤去や覆土、排水路工事、植樹等を行っている。
・借地返還後の効率的な運営・組織体制について、県とともに検討等を行った。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

・令和３年10月に策定した県の「クリーンセンター滋賀の管理運営に係る基本方針」に基づ
き、必要な管理運営面および資金面の支援を行った。
・借地返還後の効率的な運営・組織体制について、公社とともに検討等を行った。

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績
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【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
http://www.shiga-kj.com/kousya/houkoku.html

　※行政経営方針実施計画（2023年度～2026年度）
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公益財団法人 滋賀県緑化推進会の概要について 

 

１ 名   称  公益財団法人 滋賀県緑化推進会 

 

２ 設立年月日  昭和 52 年 3 月 23 日（昭和 25 年発足） 

 

３ 設立の趣旨・目的 

本会は、滋賀県における緑化事業の推進と緑化思想の高揚を図ること、及び緑の募

金（緑の募金による森林整備等の推進に関する法律（平成７年法律第 88 号）第２条第

２項の緑の募金をいう。）を推進することにより、県土の保全、水資源の確保並びに県

民の生活環境の整備及び改善に資することを目的とする。 

 

４ 業務概要 

本会は、上記の目的を達成するため次の事業を行う。 

   (1) 生活環境緑化事業の実施 

   (2) 緑化意識の啓発高揚 

   (3)  緑教育の推進・緑化実践組織の育成 

   (4) 森林の整備 

   (5)  緑化の推進または森林の整備に係る国際協力 

   (6)  緑の募金の実施および緑の募金による寄附金の管理 

   (7)  その他本会の目的達成に必要な事業の実施 

 

５ 出資の状況（令和７年度末）              （単位：千円、％） 

区分 出資額 構成比 区分 出資額 構成比 

基本 

財産等 

滋賀県 410,000 77.1% 

その他 

   

民間企業・県民

等 

121,600 22.9%    

   小計   

小計 531,600 100% 合計 531,600 100% 

 

６ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙２・公益法人用） 
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７ 役員等                   R8.6.12 時点（第１回評議員会議決） 

役職 氏名（他団体での役職） 常勤 

評 議 員 遠藤 良則 （(株)滋賀銀行 常務取締役）  

評 議 員 伊夫伎 博夫（滋賀県森林組合連合会 代表理事副組合長）  

評 議 員 西出 稔  （滋賀県樹木医会 会長）  

評 議 員 箕浦 宏昌 （滋賀県商工会連合会 専務理事）  

評 議 員 川戸 良幸 （（公社）びわこビジターズビューロー 会長）  

評 議 員 上村 照代 （滋賀県地域女性団体連合会 会長）  

評 議 員 佐藤 健司 （滋賀県市長会 (大津市長)）  

評 議 員 中田 佳恵 （滋賀県琵琶湖環境部 部長）  

評 議 員 西川 忠雄 （びわ湖放送(株)  代表取締役社長）  

理 事 長 櫻田 満  （(株)関西みらい銀行 エグゼクティブアドバ

イザー） 

 

副理事長 久保 久良 （滋賀県町村会 副会長(多賀町長)）  

理  事 高橋 優  （滋賀森林インストラクター会 会長）  

理  事 川西 民雄 （(一社)滋賀経済産業協会 専務理事）  

理  事 鷦鷯 真知子（(株)平和堂サステナビリティ推進室長）  

理  事 川橋 袖子 （緑の少年団滋賀県連盟 理事）  

理  事 万木 浩敬 （滋賀県琵琶湖環境部森林保全課 課長）  

理  事 宮部 真典 （京都新聞社滋賀本社 代表）  

常務理事 廣瀬 正明 （(公社)滋賀県緑化推進会 事務局長） ○ 

監  事 前山 俊博 （近江鉄道(株) 常勤監査役）  

監  事 根尾 裕之 （(一社)滋賀県銀行協会 常務理事）  

 

８ 所在地  大津市松本一丁目２番１号 
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法人名 公益財団法人滋賀県緑化推進会

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（一般・公益社団法人のみ） R6年度 R7年度 R6→R7増減

　②役員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

評議員総数 9 9 9

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ） 2 2 2

理事総数 9 9 9

うち県職員（特別職を含む。） 1 1 1

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

うち常勤役員数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

監事総数 2 2 2

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

報酬額・年齢　

常勤役員の平均年齢
常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円）

　③職員の状況 R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

職員総数 2 2 2

常勤職員 2 2 2

プロパー職員 2 2 2

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

県等からの派遣職員

うち県派遣職員

臨時・嘱託職員

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

57.0 58.0 1.0 59.0

4,352 4,530 178 4,640

職員の給与総額（年額）（千円） 8,703 9,060 357 9,279

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和8年度当初実数) 1 1 2

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

R6年度 R7年度 R6→R7増減 R8年度

負担金

合計

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

プロパー職員の年代別職員数

令和8年度　出資法人経営評価表 （別紙３・公益法人等用）

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、
同一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

項　　　　　　目 備考(R8内訳)

県からの
年間
収入額

補助金
事業費補助金

運営費補助金

委託料

その他
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R5 R6 R7

中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○ ○

中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○

　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。 ○ ○ ○

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。

活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。 ○ ○ ○

ニーズを把握するための手段を講じている。

具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。

管理費比率が前期に比べ減少した。

管理費比率が前期に比べ増加した。 ○

管理費比率が２期連続で増加した。 ○ ○

経常収益が２期連続で経常費用を上回った。 ○ ○ ○

経常収益が、当期は経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を下回った。

経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。

当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○

２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。

前期に比べ増加した。 ○

前期に比べ減少した。

２期連続で減少した。 ○ ○

当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○

累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○

流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○

２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見 県の所見

効果性

中期経営計画、年度目標の策定

　中期経営計画（R6～R10）に基づき、「未来へつなげる琵
琶湖を育む豊かな森林・緑づくり～持続可能な緑あふれる
暮らしを地域協働で守り育てる～」を実現するよう取組みを
実施している。中期経営計画における団体活動の成果目
標である、森・緑づくり活動への支援数（50箇所／年）は、
令和7年度は目標以上の実績（105箇所・団体）となってお
り、引き続き、地域ニーズに応えつつ目標達成に努める。
中期経営計画で定めている募金目標額5千万円に対して、
令和7年度は38,522千円と前年度より減少した。そのうち、
家庭募金が年々減少傾向にある現状を踏まえ、市町緑化
推進委員会と連携して、社会貢献としての企業募金の呼び
かけを強化するとともに、当会ホームページやSNS等で
様々な取組みを紹介することで緑の募金認知度向上を
図った。また、地域ニーズを調査したうえで取組みを見直
し、令和8年度から新たな事業にも着手する。今後とも、緑
化・森づくりの機運をさらに高めるため、緑の少年団等の未
来を担う子どもたちの育成を強化する。

中期経営計画（R６～R10）に基づき、経営戦略目標
に掲げる緑化事業を地域住民・関係者等のニーズ
を把握しながら効果的に展開しており、令和７年度
の森・緑づくり活動への支援数は目標の50箇所を上
回っている。
　一方、これら緑化事業の財源となる「緑の募金」に
ついては年間５千万円の目標額に対し、令和７年度
の実績は４千万円弱にとどまっている。
　このような状況の中、市町緑化推進委員会との連
携により、年々減少傾向にある家庭募金の確保に
努めながら、企業等に対する積極的な働きかけや
フェイスブック等のSNSを活用した認知度の向上や
緑の少年団等の子どもたちの育成強化により、全国
植樹祭の開催を契機に高まった緑化・森づくりの機
運をさらに高めることを期待する。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

健全性
債務超過の状況

　経営にあたっては、収支予算とは別に、募金の実収
入額を常に把握し、地域の要望に応えつつも収入に
見合った支出を行っている。
　また、基本財産については、当面の収支見込みや
金利情勢を把握し、当法人の資金運用規程に基づい
て、安全、確実かつ効率的な運用を図ることにより、
その運用益は増加している。
　この数年、募金収入の減少により事業実施に必要
な費用の一部を正味財産（緑の募金積立預金）から
繰出しているため、その期末残高は減少傾向にある
が、国土緑化推進機構の補助金や基本財産運用益
等の収入確保に努め、可能な限りの節約に努めたこ
とで、正味財産の減少額は年々縮小が図られてきて
おり、令和７年度には正味財産期末残高が増加に転
じた。

　債務超過や累積欠損金、借入金もなく、健全な経
営状況といえる。
　また、募金収入が減少していることから募金以外
の収入確保と歳出削減に努めたことで、令和７年度
は正味財産期末残高が増加に転じるなど、収支改
善の努力も行われている。
　中期経営計画に即し募金目標額5千万円の達成と
これに伴う事業の実施を期待する。
　引き続き、将来的な見通しを持った安定的な事業
展開を期待する。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

効率性 経常費用に占める管理費の状況

　人件費等の上昇により管理費比率が若干増加し
た。
　資材費は高騰しているが、地域の要望を踏まえつ
つ、緑の募金実績に応じて事業を実施しており、今後
も、収支相償を念頭に、効率的かつ効果的な事業展
開に努めていく。

　令和７年度の管理費比率については若干増加した
ものの、３%台と割合は低く効率的な事務が行われて
いると考えられる。
　また、経常収益と経常費用のバランスも毎年確保
されていることから、引き続き最少の経費で最大の
効果が発揮される効果的な事業展開を期待する。

経常収益・費用の比率
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R5 R6 R7
区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見 県の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ ○ ○

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない ○ ○ ○

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。 ○

当期末において県の財政支出はない。 ○ ○ ○

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない ○ ○ ○

県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ ○ ○

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○

規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○

不特定の者に対し情報公開を行っていない。

規程を整備している。 ○ ○ ○

規程を設けていない。

規程を設けていない（県の資本金等の割合が1/2未満）。

情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っている。 ○ ○ ○

情報公開の資料に係る文書の作成、整理、保存等を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○

業務監査を実施していない。

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

　人件費も含めて、県から当法人に対して財政支出
（補助金・助成金・事業委託料等）や貸付金はない。
　また、団体債務に対する県の損失補償等もない。

　県職員の派遣はない。
　また、県退職職員を2名受け入れており、常勤職員
に占める県退職職員の割合は令和6年度と同じであ
る。

　代表者へ就任していない。

透明性 情報公開規程の整備状況

　情報公開規程を整備するとともに、広報誌（緑の募
金・緑の少年団）を毎年作成し、公表・配布している。
　また、当法人のホームページを随時更新するととも
に、SNS（フェイスブック）も活用し、財務状況や新着情
報を積極的に提供している。
　文書管理規程を整備し、情報公開の資料にかかる
文書の作成、保存等を行っている。
　財務諸表の作成については会計専門家からの指
導・助言等を受けていないが、企業の常勤監査役お
よび金融機関での勤務経験から企業財務に精通した
監事から会計・業務監査を受けるなど、外部の視点に
よるガバナンス強化を図っている。

　情報公開規程を整備し、財務諸表や事業報告等を
ホームページやSNS等で公開するとともに、活動内
容等についても積極的に公開することで、透明性の
確保を図っている。
　また、財務諸表の作成過程において、企業財務に
精通した監事から会計・業務監査を受けるなど、適
正に監査を実施している。
　引き続き、透明性・適正性が確保されるよう求めて
いく。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

文書管理規程の整備状況

文書管理の実施状況

　県派遣職員はないが、県の緑化施策と密接な関係
があるため、県退職者を２名受入れており、今後とも
県と連携した事業の推進を期待する。

-

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

　県の財政支出や損失補償等もなく、当法人が展開
している緑化事業の財源は「緑の募金」等の独自財
源で賄われていることから、健全な経営が確保され
ていると考えられる。
　今後も、自主性・主体性を持ちつつ、健全な経営を
継続していくことを期待する。

損失補償の状況
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財務に関する事項

　緑の募金の中心となる家庭募金は前年度より減少したが、企業募金の強化を図ることで目
標額の達成を図る。
　また、基本財産については、当面の収支見込みや金利情勢を把握し、当法人資金運用規
程に基づいて、安全、確実かつ効率的な運用を行うことにより運用益を確保するなど、自主
財源の確保に努める。
　さらに、公益社団法人国土緑化推進機構からの補助金についても、積極的に活用を図る
など収入確保を図るとともに、可能な限り経費の節約に努めることで、財務状況の健全性を
保つ。

　債務超過や累積欠損金、借入金もなく、健全な経営状況である。また、募金の実収入額を
把握しつつ、収入に見合った支出を行っており、将来的にも安定した財務状況が確保されて
いる。
　しかし、当法人の主要財源となっている「緑の募金」は漸減傾向にあり、企業募金の強化や
各種広報媒体の活用、多様な主体との連携により募金目標額が達成されるよう、引き続き
連携・協力する。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

　中期経営計画の経営ビジョン「未来へつなげる琵琶湖を育む豊かな森林・緑づくり～持続
可能な緑あふれる暮らしを地域協働で守り育てる～」を実現するため、３つの経営方針（①
自主･自立性のある経営の維持･継続、②県・市町行政と相互補完または相乗効果を図る一
体的な事業および独自事業の実施、③公益財団法人としての透明性の高い経営の推進）を
もとに、緑化事業等を展開している。
　企業等の社会貢献として｢緑の募金｣を積極的に働きかけるとともに、ホームページ、SNS、
メディアなど様々な広報媒体を活用しながら｢緑の募金｣に対する認知度を高めるよう広報に
努めた。

　中期経営計画において、経営理念・経営戦略方針とともに経営戦略目標を定めて緑化事
業を展開しており、令和７年度においても事業を着実に実施している。
　このような状況のもと、より一層効果的な事業を展開するため、市町緑化推進委員会との
連携により、募金の中心である家庭募金の確保に努めながら、企業等に対する積極的な働
きかけやホームページ・SNSの活用等による認知度の向上にも努力している。今後、全国植
樹祭により高まった緑化の機運を契機として新たな企業を開拓する等、企業募金の拡大を
期待する。
　引き続き、県民等への緑化意識の高揚を図りながら、募金目標額の達成に向けて連携・協
力する。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

　積極的な普及・啓発活動により、県民、企業、団体等の緑化意識を高めるとともに、滋賀に
ゆかりのある県内外企業への寄付呼びかけや、寄付金付き商品販売（自販機飲料、生活用
品など）による連携等を通じて、企業を中心とした募金額の拡大を図っている。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

　インターネットによる募金を行っているほか、緑の少年団との協働による街頭募金活動を県
内各地で実施している。また、企業の寄付金付き商品の販売により企業との連携を強めてい
る。
　引き続き、積極的な普及・啓発活動による県民、企業、団体等の緑化意識を高め、募金目
標額が達成されるよう引き続き連携・協力する。

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

　毎年、募金は、森林ボランティア等による身近な森づくりや県民等の協働により実施される
緑づくりへの支援をはじめ、緑の少年団等の育成強化など、次世代に引き継ぐ豊かな滋賀
の森林･緑づくりを目指した事業にほぼ100%充当している。
　今後とも、緑化・森づくりの機運をさらに高めるため、緑の少年団等の未来を担う子どもた
ちの育成を強化するとともに、県等の行政による森林づくり施策と相互補完しながら、湖国の
豊かな森林･緑づくりに努めていく。

　当法人は、里山保全団体等への森林づくり活動支援や、自治会等への苗木配布による身
近な緑づくりの支援、緑の少年団等の育成強化など、経営戦略目標に掲げる緑化事業を展
開している。
　今後も、県と協働で緑の少年団等子どもたちの育成のさらなる強化や、緑化関係事業を着
実に実施し、令和4年第72回全国植樹祭（滋賀県）の開催を契機に高まった県内の緑化機運
をさらに高めていくことを期待する。
　また、地域住民、関係者等のニーズを把握し、効果的に事業展開していけるよう、当法人
の自主性や主体性を尊重しつつ、取組に対して連携・協力する。

　　　　　　総　合　所　見

　当法人は、県からの指導･助言を得ながら経営しているが、財政的には毎年度｢緑の募金｣
による自主財源で運営しており、県からの財政支出等は得ていないことから、自立性のある
経営を保っているといえる。
　全国植樹祭で高まった機運をさらに向上させるよう、今後も、県民･企業・団体等の理解と
協力を得ながら、「緑の募金」への賛同と事業の充実に努め、より一層の県内の緑化・森づく
りの推進を図っていく。

　当法人は、県の財政支出や損失補償等もなく、当法人が展開している緑化事業の財源は
「緑の募金」等の独自財源で賄われており、健全な経営が確保されている。
　引き続き、当法人が自主性・主体性を持ちつつ健全な経営を継続し、多様な主体と連携し
ながら公益法人としての役割を果たしていけるよう、県として連携・協力する。
　また、県と協働で緑の少年団の育成や、緑化関係事業を着実に実施し、令和4年第72回全
国植樹祭（滋賀県）の開催を契機に高まった県内の緑化機運をさらに高めていくことを期待
する。

・緑の募金額　毎年度 50,000千円 ・　令和７年度募金額 　38,522千円
- -
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【参考資料】

　財務諸表等へのリンク
公益財団法人滋賀県緑化推進会　ホームページ／　https://si-ryoku.com/

　※行政経営方針実施計画（2023年度～2026年度）

行政経営方針実施計画の各法人に係る部分のデータを貼付してください（画像データで
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